
論文 低強度コンクリート部材の付着性状に関する研究 
 

八十島 章*1 

 

要旨：既存の低強度コンクリート部材の付着性能を把握することを目的として，異形鉄筋および丸鋼を用い

た低強度コンクリート RC 部材の付着実験を行った。付着試験体は，付着長，かぶり厚，主筋種類，横補強

筋比を変動因子とし，引抜き形式と単純梁形式で加力を実施した。実験結果から，付着性状と付着強度を検

討し，異形鉄筋の場合には普通強度コンクリートにおける既往の付着応力－すべり量モデルおよび付着割裂

強度算定式で評価可能であることを示した。また，丸鋼の局所付着性状をモデル化し，付着長の大きい平均

的な付着性状は局所付着応力－すべり量モデルに基づいた付着解析で評価できることを明らかにした。 
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1. はじめに 

 既存の鉄筋コンクリート造建物において，設計基準強

度を下回り，コンクリート圧縮強度が 10MPa 以下の低強

度コンクリート建物の存在が確認されている 1)。耐震診

断基準 2)では適用限界値を 13.5MPa とし，それ以下の場

合は耐震診断の適用範囲外としているが，現行の評価式

を適宜外挿して耐力評価および靭性能評価を行い，診断

や改修を実施しているのが現状である。低強度コンクリ

ート建物の耐震安全性能を評価するためには，強度およ

び靭性能を工学的根拠に基づいて評価することが必要

である。低強度コンクリート部材は，鉄筋とコンクリー

トの一体性が確保できないために，曲げ強度の算定値に

達しない場合や想定外の破壊形式に至ることが懸念さ

れる。また，早期に付着劣化すると，剛性が低下し，エ

ネルギー吸収能力の乏しいスリップ型の復元力特性に

なるため，所要の耐震性を発揮できない可能性がある。

そのため，低強度コンクリート RC 部材の付着性能を把

握し，定量的に評価することが重要である。 

 本研究では，異形鉄筋および丸鋼を用いた低強度コン

クリート RC 部材の付着実験を行い，微視的かつ巨視的

に付着性状を把握し，既往の普通強度コンクリートに対

する付着強度算定式の適合性について検証する。さらに，

異形鉄筋および丸鋼の局所付着性状をモデル化すると

共に，局所付着性状と付着長が大きい場合の平均的な付

着性状の関連性について検討する。 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

 付着試験体の形状および配筋を図－1，図－2 に示す。

試験体一覧を表－1 に示す。本実験は，局所付着性状を

把握することを目的とした付着長の短い主筋引抜き形

式のシリーズⅠ，付着強度および破壊進展状況を把握す

ることを目的とした付着長の長い単純梁形式のシリー

ズⅡからなる。 

 シリーズⅠの試験体は，中心に主筋（主筋径 db）を 1

本配した 224×224×112mm（14db×14db×7db）のコンク

リートブロックで，断面各 4 辺にスリットを設け，かぶ

り厚を調節している。試験区間の付着長は 64mm（4db）

で，荷重端および自由端の 24mm（1.5db）の区間は付着
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図－2 単純梁形式の付着試験体 

 

加力方向

4db

14db

C

db

db=1.5

db=1.5

打設
方向

スリット

試験区間

14db

塩ビパイプ

l f

l l

    

加力板

テフロンシート

石こう

変位計

 
図－1 引抜き形式の付着試験体 
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を絶縁した。変動因子は，主筋の種類（異形鉄筋 D16，

丸鋼 16φ），かぶり厚であり，試験体数は各々3 体ずつ

の計 18 体である。 

 シリーズⅡの試験体は，実構造物の応力状態に近い単

純梁形式とし，引張主筋 4 本，断面 300×450mm，全長

2700mm で，1 体につき上下 2 ヶ所の試験区間（付着長

400mm）を有する。せん断ひび割れを誘発し，試験区間

を明確にするために，荷重端側コンクリートにスリット

を設け，荷重端から 50mm の区間には主筋外周に塩ビパ

イプを配して付着を絶縁した。自由端側は，支点反力に

よる主筋の拘束を防止するために梁端から 200mm を付

着絶縁区間とし，主筋周辺コンクリートの拘束による影

響を排除するためにスリットを設けた。また，試験体が

付着破壊する以前にせん断破壊することを避けるため，

試験鉄筋の内側に補強用鉄筋を配し，端部を定着プレー

トで固定した。変動因子は，主筋の種類，主筋径，横補

強筋比であり，試験体数は計 8 体である。 

2.2 使用材料 

 使用した低強度コンクリートの調合と材料試験結果

を表－2 に，鉄筋の引張試験結果を表－3 に示す。目標

圧縮強度 9MPa の低強度コンクリートは，粗骨材の最大

寸法 20mm，水セメント比 120%とし，スランプ 19cm，

空気量 3%であった。なお，コンクリートの養生条件は

現場封緘養生とし，材料強度は試験体加力の前後に行っ

た各々3 体ずつの平均値とした。 

2.3 加力・計測方法 

 シリーズⅠの引抜き形式の加力は，スリット内部のコ

ンクリートを拘束しないように孔を設けた加力板の上

にテフロンシートと試験体を設定し，主筋を単調に引抜

表－1 試験体一覧 
実験

シリ

ーズ 
試験体名 

断面 
b×D (mm) 

コンクリ 
ート強度 

(MPa) 

かぶり厚 
／主筋径 

C/db 
主筋 横補強筋 

付着長 
(mm) 

加力 
方法 

Ⅰ 

D-C15 

224×224 9 

1.5 

1-D16 

－ 64 引抜き形式

D-C25 2.5 

D-C35 3.5 

P-C15 1.5 

1-16φ P-C25 2.5 

P-C35 3.5 

Ⅱ 

D13-T 

300×450 9 

2.4 

4-D13 
pt = 0.44%

2-6φ@100
pw = 0.19%

400 
単純梁形式

(3 点曲げ)

D13-B － 

P13-T 
4-13φ 

pt = 0.44%

2-6φ@100
pw = 0.19%

P13-B － 

D19-T 

1.5 

4-D19 
pt = 0.93%

2-6φ@100
pw = 0.19%

D19-B － 

P19-T 
4-19φ 

pt = 0.93%

2-6φ@100
pw = 0.19%

P19-B － 

表－2 調合計画 

目標 
強度 

(MPa) 

水セメ

ント比 
(%) 

単位量 (kg/m3) 細骨 
材率 
(%) 

圧縮 
強度

(MPa) 

割裂 
強度

(MPa) 

弾性 
係数
(GPa) 

セメ 
ント 

水 細骨材 粗骨材
AE 

減水剤

9 120 167 200 1062 797 2.17 58.0 8.9 1.1 16.3 

表－3 鉄筋の引張試験結果 

鉄筋 
種別 

降伏 
強度 

（MPa）

弾性 
係数 

（MPa） 

引張 
強度 

（MPa） 

伸び 
（%） 

6φ 388 206 500 26 
13φ 313 205 441 32 
16φ 316 206 449 32 
19φ 316 207 466 32 
D13 323 186 467 27 
D16 370 197 530 24 
D19 387 191 604 21 
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くことにより行った。計測項目は，引張荷重，自由端の

主筋すべり量である。 

 シリーズⅡの単純梁形式の加力は，せん断スパン

950mm の 3 点曲げによる単調載荷とした。横補強筋のな

い下端筋を先に加力し，その後反転させて上端筋の加力

を行った。計測項目は，全体荷重，加力点位置のたわみ，

主筋の自由端すべり量，主筋のひずみ値である。主筋の

すべり量は，試験体端部のコンクリートに変位計を固定

し，各々の主筋端部の変位を計測した。主筋のひずみは，

図－2 に示される位置に二重コーティングして貼付した

ひずみゲージで計測し，荷重端の塩ビパイプ内に貼り付

けた表裏 2 枚によるひずみ値を平均して付着応力を算出

することとした。 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊性状 

 シリーズⅠの異形鉄筋を用いた試験体は，スリットの

位置に割裂ひび割れが発生し，荷重低下した。主筋の節

とコンクリートの境界面はほとんど損傷を受けておら

ず，試験体はスリットの位置でコンクリートが分断され

て破壊に至った。丸鋼を用いた試験体は，主筋のすべり

が発生すると共に荷重が低下し，主筋の抜け出しにより

破壊に至った。 

 シリーズⅡの単純梁形式試験体の最終破壊状況を図

－3 に示す。異形鉄筋を用いた試験体は，荷重端側のス

リット位置に斜めひび割れが発生した後に自由端側の

スリット位置に斜めひび割れが発生した。その後，横補

強筋のない下端筋の試験体は主筋に沿ったひび割れが

急激に発生すると同時に，全体荷重が大きく低下して破

壊に至った。横補強筋のある上端筋の試験体は荷重端側

から主筋に沿ったひび割れが多数発生し，ひび割れが大

きく開口すると共に徐々に全体荷重が低下して破壊に

至った。一方，丸鋼を用いた試験体は，荷重端側のスリ

ット位置に斜めひび割れが発生した後は全くひび割れ

が発生せずに荷重が低下して破壊に至った。ただし，下

端筋の試験体の全体荷重は，異形鉄筋の場合の 7 割程度

で荷重低下は緩やかであったが，上端筋の試験体の全体

荷重は，下端筋の全体荷重の半分程度までしか達せず，

荷重が急激に低下した。 

3.2 付着応力－すべり量関係 

 シリーズⅠの主筋引抜き形式による付着応力－すべ

り量関係を図－4 に，シリーズⅡの単純梁形式による平

均付着応力－自由端すべり量関係を図－5 に示す（図中

のモデルと解析の破線は後述）。引抜き形式の付着応力

は，引張荷重を公称周長と付着長で除した値であり，す

べり量は自由端すべり量の計測値に試験区間の主筋の

伸び量を加えて荷重端すべり量とした値である。単純梁

 
 

 
 

 
 

 

図－3 最終破壊状況 
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形式の平均付着応力は，下式（1）により算出した。 

)( bbbave lAE    (1) 

 ここで，ave：平均付着応力，：荷重端のひずみ値，

Eb：主筋のヤング係数，Ab：主筋の公称断面積，：主

筋の公称周長，lb：付着長さ 

 シリーズⅠの異形鉄筋では，かぶり厚が大きくなると

付着強度およびその時のすべり量が大きくなることが

確認できる。しかし，丸鋼の付着強度およびすべり量は，

かぶり厚によらずほとんど差がない。また，両者の曲線

形状は大きく異なっているが，かぶり厚とは関連してお

らず鉄筋の種類のみに依存するものと考えられる。 

 シリーズⅡの異形鉄筋では，主筋が細くて横補強筋が

ある場合には付着強度およびその時のすべり量が増大

している。また，横補強筋のない D19-B 試験体は全主筋

がほぼ同じ挙動であるが，横補強筋のある D19-T 試験体

は隅筋と中筋が同時に最大付着応力に達しておらず，隅

筋が若干大きくなっている。ただし，横補強筋比 0.2%に

よる強度の増大は僅かであり，上端筋と下端筋の主筋位

置の違いによる強度差ほどに対応している。一方，丸鋼

の付着性状は，横補強筋の有無および主筋径にはあまり

依存せず，上端と下端の主筋位置の違いに大きな影響を

受け，異形鉄筋の場合よりもその違いが顕著である。 

3.3 主筋引張力分布 

 シリーズⅡの単純梁形式における主筋軸方向引張力

分布を図－6 に示す（図中の解析は後述）。主筋引張力は，

荷重端側から 80mm 間隔で計測したひずみ値に主筋の公

称断面積とヤング係数を乗じて算出した。すべての試験

体において，主筋引張力が荷重端側から徐々に増加して

いく傾向が確認でき，その分布の勾配は各々の計測荷重

時において一様ではなく，付着応力を担っている区間が

荷重端側から推移していく様子が把握できる。異形鉄筋

を用いた D13-B と D19-B，丸鋼を用いた P13-B と P19-B

の主筋引張力分布の形状および増加割合は，主筋径の違

いは見られず，同一主筋種類においてはほとんど同じ傾

向を示していた。異形鉄筋と丸鋼の主筋引張力の分布形

状を比較すると，荷重端引張力が非常に小さい段階では

同様な曲線形状であるが，主筋引張力が大きくなるにつ

れて，異形鉄筋では荷重端側ほど主筋引張力分布の勾配

が急になっている。丸鋼はその逆に荷重端側になるほど

主筋引張力分布の勾配が緩やかになっていることが確

認できる。この分布形状の違いは，局所の付着応力－す

べり量曲線の影響によるものと考えられ，低強度コンク

リートにおいても異形鉄筋であればある程度の主筋す

べりまで付着応力を発揮できることがうかがえる。 
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図－5 平均付着応力－自由端すべり量関係 
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4. 実験結果の検討 

4.1 付着強度 

 シリーズⅠおよびシリーズⅡにおける付着強度の実

験値と計算値の比較を表－4，表－5 に示す。付着強度の

計算値は，普通強度コンクリートに対して提案されてい

る森田・藤井式 3)，前田・小谷式 4)，金久保式 5)，日本建

築学会 RC 規準 6)の許容応力度により算出した。シリー

ズⅠの異形鉄筋の付着強度は，金久保式による計算値と

よい対応を示しており，かぶり厚の増大による強度上昇

の傾向も適合している。丸鋼の付着強度は，かぶり厚と

の明確な関係は見られず，短期許容応力度の 2 倍程度に

達しており，主筋すべり量 5mm 時の付着応力は長期許

容応力度に近似した値になっていることが確認できる。 

 シリーズⅡの異形鉄筋の付着強度は，藤井・森田式で

は横補強筋のある上端筋のD13-TとD19-Tは安全側であ

るが，横補強筋のない下端筋の D13-B と D19-B は危険側

の評価である。また，前田・小谷式および短期許容応力

度では，いずれの試験体においても安全側の評価になっ

ている。丸鋼の P13-T と P19-T の付着強度は，打設方向

の影響により極めて低くなっており，短期許容応力度に

達しておらず，長期許容応力度に近い値であることがわ

かる。丸鋼で下端筋の P13-B と P19-B の付着強度は，短

期許容応力度を上回っているが，シリーズⅠの付着強度

よりも小さくなっていることが確認できる。 

4.2 局所付着応力－すべり量関係 

 シリーズⅡの主筋引張力分布で示されたように，付着

長が主筋径の 20 倍以上の場合には，荷重端引張力の増

大に伴って付着応力を担う領域が荷重端側から自由端

側に推移しており，局所的な付着すべりが荷重端から連

鎖的に発生していると考えられる。そこで，低強度コン

クリートにおける局所付着性状を定量的に評価し，局所

付着応力－すべり量関係のモデル化を行う。 

 文献 5）では普通強度コンクリートにおける付着割裂

する場合の局所付着応力－すべり量関係を式（2）で表

現している。モデル曲線とシリーズⅠの実験結果の比較

を図－4 に示す。式（2）の計算値は，局所付着性状を概

ね表現できており，低強度コンクリートに対しても適用

可能であると考えられる。 

   
   





 cot2

22

22







sdr

sdr
s

bu

bu
tb  (2) 

 ここで， b ：局所付着応力， s ：すべり量， t ：コ

ンクリート割裂強度， ：主筋がコンクリートを押す

力の角度=34°，  ：内部ひび割れとすべり量の関係

を表す定数=10.2（1/mm）， ur ： 2bdC   

 一方，丸鋼の局所付着性状は，コンクリート強度と主

筋位置のみで支配されると想定して付着応力－すべり

量関係をモデル化する。鉄筋が鉛直方向で打設され，付

着長が主筋径の 12 倍以下かつコンクリート強度が

30MPa 以下の既往の付着強度実験値 7)～11)を，シリーズⅠ

の丸鋼の実験結果と合わせて図－7 に示す。同図より低

強度コンクリートから普通強度コンクリートに対応し

た丸鋼下端筋の付着強度は回帰計算によって式（3）が

得られ，付着強度時のすべり量はシリーズⅠの実験値の

平均から 0.05mm に設定した。モデルの曲線形状は，丸

鋼の付着作用および主筋すべり量 5mm 時の付着応力よ

り，式（4）で表現することとした。さらに，上端筋に

対する付着強度は，許容応力度およびコンクリートの沈

み込みの影響を考慮して下端筋の 1/3 倍とした。シリー

表－4 付着強度の実験値と計算値の比較（シリーズⅠ） 

試験 
体名 

実験値 計算値 

付着強度*1 
(MPa) 

付着強度時 
すべり*1 (mm) 

すべり 5mm 時

応力*1 (MPa) 
長期許容応力 6)

(MPa) 
短期許容応力 6) 

(MPa) 
金久保式 5) 

(MPa) 

D-C15 2.41 0.078 － 0.89 1.34 2.00 
D-C25 3.52 0.118 － 0.89 1.34 3.00 
D-C35 4.09 0.271 － 0.89 1.34 4.00 
P-C15 1.27 0.036 0.54 0.53 0.80 －
P-C25 1.89 0.017 0.63 0.53 0.80 －
P-C35 1.68 0.084 0.68 0.53 0.80 －

表－5 付着強度の実験値と計算値の比較（シリーズⅡ） 

試験 
体名 

実験値 計算値 付着解析の 
最大付着応力

(MPa) 
付着強度*2 

(MPa) 
藤井・森田式 3) 

(MPa) 
前田・小谷式 4)

(MPa) 
長期許容応力 6)

(MPa) 
短期許容応力 6) 

(MPa) 

D13-T 2.27 2.02 1.59 0.59 0.89 1.93 
D13-B 2.05 21.6 1.47 0.89 1.34 1.93 
P13-T 0.37 － － 0.36 0.53 0.40 
P13-B 1.30 － － 0.53 0.80 1.19 
D19-T 1.57 1.42 1.28 0.59 0.89 1.54 
D19-B 1.46 1.52 1.02 0.89 1.34 1.54 
P19-T 0.44 － － 0.36 0.53 0.41 
P19-B 1.10 － － 0.53 0.80 1.22 

  *1：試験体 3 体の平均値，*2：全主筋の平均値 
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ズⅠの丸鋼の実験結果と式（3）（4）によるモデル曲線

の比較を図－4 に示す。モデルは実験結果を概ね表現で

きていることが確かめられる。 

Bb   15.0max,  (3) 

sBb   0.3        （ mss≦ のとき） (4-1) 
2.0

max, )/( ssmbb      （ mss＞ のとき） (4-2) 

 ここで， b ：局所付着応力， s ：すべり量， ms ：付

着強度時のすべり量（上端筋：0.017mm，下端筋：

0.05mm）， B ：コンクリート圧縮強度 
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図－7 付着強度とコンクリート強度の関係 

4.3 付着長の影響 

 局所付着応力－すべり量モデルと付着基礎微分方程

式 9)を用いて数値解析を行い，付着長が大きい場合の付

着性状および付着長の与える影響について検討する。シ

リーズⅡの単純梁形式試験体を対象とした解析結果と

して，平均付着応力－自由端すべり量関係を図－5 に，

主筋引張力分布を図－6 に，付着解析の最大付着応力を

表－5 に示す。さらに，解析による付着強度と付着長の

関係を図－8 に示す。図中にはシリーズⅠとⅡの実験値

および既往の実験結果 7)～12)も示している。なお，本解析

では横補強筋による拘束効果は考慮していない。丸鋼の

平均付着応力－自由端すべり量関係では，解析結果が実

験結果を良好に表しているが，異形鉄筋では主筋すべり

量の対応があまり良くない。異形鉄筋の場合は荷重端と

自由端のスリット位置からのせん断ひび割れおよび加

力順序が影響したものと考えられる。主筋引張力分布お

よび付着強度において，異形鉄筋および丸鋼の解析結果

と実験結果は比較的よい適合性があり，異形鉄筋の付着

強度は丸鋼よりも付着長の影響を受けやすく，付着長の

増大に伴う強度低下率が大きいことが確認できる。 

5. まとめ 

 異形鉄筋および丸鋼を用いた低強度コンクリート部

材の付着実験を行い，異形鉄筋の場合には普通強度コン

クリートとほぼ同様な付着性状であり，既往の局所付着

モデルおよび付着割裂強度算定式で評価可能であるこ

とを明らかにした。さらに，丸鋼の局所付着性状をモデ

ル化し，本モデルを用いた解析により低強度コンクリー

ト部材の付着性状を評価できることを示した。 
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図－8 付着強度と付着長の関係 
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